
■アンケート協力企業（ 社・順不同）
【総合電機・重電】
　日立製作所、東芝、三菱電機、富士電機、明電舎、安
川電機、シンフォニアテクノロジー
【コンピューター・通信機器】
　ＮＥＣ、富士通、日本ＩＢＭ、日本ユニシス、ＯＫ
Ｉ、日本ヒューレット・パッカード、日本無線、岩崎通
信機
【家電・電子部品】
　パナソニック、ソニー、ＴＤＫ、シャープ、パイオニ
ア、アルプス電気、太陽誘電、京セラ、村田製作所、ロ
ーム、日本電産
【計測・制御機器】
　オムロン、横河電機、島津製作所、アドバンテスト、
堀場製作所、アズビル、東京エレクトロン、日本電子、
東芝メディカルシステムズ、日立メディコ、シスメック
ス、テルモ
【精密機器・事務機】
　富士フイルムホールディングス、キヤノン、コニカミ
ノルタホールディングス、リコー、カシオ計算機、ニコ
ン、シチズンホールディングス、オリンパス、富士ゼロ
ックス、ＨＯＹＡ、セイコーエプソン、セイコーインス
ツル、ヤマハ、グローリー

【産業機械・造船・車両】
　三菱重工業、川崎重工業、ＩＨＩ、日立造船、三井造
船、住友重機械工業、荏原、クボタ、コマツ、日立建
機、コベルコ建機、豊田自動織機、日本車両製造、月島
機械、日揮、東洋エンジニアリング、千代田化工建設、
ダイキン工業
【工作機械・その他機械】
　アマダ、東芝機械、森精機製作所、オークマ、牧野フ
ライス製作所、日本精工、ＮＴＮ、ジェイテクト、不二
越、ブラザー工業、ＪＵＫＩ、ＴＨＫ
【自動車関連】
　〈自動車・自動車部品〉トヨタ自動車、日産自動車、
ホンダ、三菱自動車、三菱ふそうトラック・バス、マツ
ダ、富士重工業、スズキ、いすゞ自動車、日野自動車、
ＵＤトラックス、ヤマハ発動機、デンソー、トピー工
業、カルソニックカンセイ、ＮＯＫ、ニッパツ、曙ブレ
ーキ工業、アイシン精機、豊田合成、日本特殊陶業
　〈タイヤ〉ブリヂストン、横浜ゴム、住友ゴム工業、
東洋ゴム工業
【通信・印刷】
　ＮＴＴ、ＮＴＴドコモ、ＮＴＴデータ、ＫＤＤＩ、ソ
フトバンク、大日本印刷、凸版印刷
【建設・住宅・不動産】

　清水建設、鹿島、大成建設、大林組、竹中工務店、熊
谷組、前田建設工業、西松建設、戸田建設、五洋建設、
大和ハウス工業、ミサワホーム、積水ハウス
【ガラス・セメント・建材】
　旭硝子、太平洋セメント、住友大阪セメント、ＴＯＴ
Ｏ、ＬＩＸＩＬグループ、ＹＫＫ　ＡＰ、クリナップ、
三協立山、不二サッシ、日本ガイシ、三和シヤッター工
業、文化シヤッター
【鉄鋼・非鉄金属・電線】
　〈鉄鋼・非鉄金属〉新日鉄住金、ＪＦＥホールディン
グス、神戸製鋼所、日新製鋼ホールディングス、三菱マ
テリアル、住友金属鉱山、三井金属、日本軽金属ホール
ディングス、日立金属、大同特殊鋼 愛知製鋼 リョービ
　〈電線〉住友電気工業、古河電気工業、フジクラ、昭
和電線ホールディングス
【化　学】
　三菱ケミカルホールディングス、旭化成、三井化学、
昭和電工、ＤＩＣ、東ソー、サカタインクス、ＪＳＲ、
日本ゼオン、クレハ、信越化学工業、日本ペイント、ト
クヤマ、電気化学工業、住友化学、宇部興産、大陽日
酸、エア・ウォーター、積水化学工業、日立化成工業、
東京応化工業、三洋化成工業、カネカ
【医薬・トイレタリー】

　武田薬品工業、第一三共、アステラス製薬、エーザ
イ、塩野義製薬、大正製薬ホールディングス、中外製
薬、田辺三菱製薬、大日本住友製薬、日本化薬、協和発
酵キリン、Ｍｅｉｊｉ　Ｓｅｉｋａ　ファルマ、タカラ
バイオ、ジャパン・ティッシュ・エンジニアリング、ラ
クオリア創薬、セルシード、アンジェスＭＧ、大塚ホー
ルディングス、キョーリン製薬ホールディングス、参天
製薬、小林製薬、花王、ライオン、資生堂
【化繊・紙パ】
　〈化合繊・紡績・アパレル〉東レ、クラレ、日清紡ホ
ールディングス、帝人、東洋紡、ユニチカ
　〈紙・パルプ〉王子ホールディングス、日本製紙、三
菱製紙
【ビール・食品】
　キリンホールディングス、アサヒグループホールディ
ングス、サッポロホールディングス、サントリーホール
ディングス、味の素、日清製粉グループ本社、日本ハム
【エネルギー】
　〈石油〉ＪＸホールディングス、コスモ石油、出光興
産、昭和シェル石油
　〈電力・ガス〉北海道電力、東北電力、東京電力、中
部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九
州電力、東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、Ｊパワー

全社員の意識変革／大企業に眠る人材活用も東京大学大学院工学系研究科レジリエンス工学研究センター教授元橋一之氏 ■国内企業のオープンイノベーション動向
　今回のアンケートの回答をもとに、オープンイノベーションに詳
しい東京大学大学院工学系研究科レジリエンス工学研究センターの
元橋一之教授（技術経営戦略学）に、国内企業の研究開発の動向に
ついて解説してもらった。 （構成・小寺貴之）

◆
　日本企業は、すでにさまざま形でオープンイノベーションに取り
組んでいる。大学との産学連携や企業グループ内での技術交流、近
年はニーズを公開する一般公募など、オープンな手法からグループ
内に限ったクローズな手法まである。研究部門と大学との産学連携
として始まり、事業部門との共同開発など、ビジネスの上流から下
流へ広がっている。アンケートではほとんどの企業が大学・研究機
関と連携していた。
　サプライヤーとの連携が ％と多いのも日本の特徴だ。日本型オ
ープンイノベーションといえる。知財が技術市場で取引される米国
型とは少し違う。商社・コンサルタントの ％も興味深い。自身が
本業として技術を持たない中で、サプライヤーに肉薄した。
　手法のオープンさをみると秘密保持契約（ＮＤＡ）でリスクを一
括管理する企業が ％だった。日本企業は技術流出のリスクを過大
に捉えてないだろうか。一方で普段から付き合いのあるサプライヤ

ーや顧客とはツーカーで情報を交換する。垂直には連携するが、水
平では競争意識が強いのが日本企業の特徴だろう。
　技術シーズを見極めるには、研究から事業化まで一貫して評価す
ることが必要になる。横断的な専門部署を設けている企業が ％、
経営企画部門の兼任も５％と小さい。現在は ％の企業で研究開発
部門が兼任しているが、横断的な専門部署は今後増えていくだろ
う。
　ただ、専門部署を作ればオープンイノベーションが機能するわけ
ではない。究極の目標はオープンが前提になることだ。イノベーシ
ョンを生むすべての活動で、社内と社外のシーズの中から最良のも
のを選ぶ。専門部署に任せず、全社員の意識をオープンに変える必
要がある。現在は過渡期にあり、専門部署を設けている一部の企業
でも、意識啓発や仕組み作りに奔走している状況にある。
　オープンイノベーションはテーマを設定し、シーズを調達、社内
中心に応用研究開発を行い、製品や事業につなげて完結する。アン
ケートでは一連の流れで、製品化・事業化で滞る企業が ％を占め
た。大学の技術は未成熟で、直接事業化するのは難しい。しかし、
事業部門とのつなぎがうまくできれば、成功確率は低くとも、事業
化の割合を底上げできるだろう。国の政策としては、大学と大企業

の産学連携だけでなく、中小企業を介した大学と大企業の連携が考
えられる。開発型中小企業やベンチャーのような事業化に近い技術
を取引できるチャンネルを作ることが挙げられる。
　最も重要なのは目利きの育成だ。米国でもアライアンスの約半分
が失敗している。米国の大学技術移転機関（ＴＬＯ）も 年たって
職種として認められ、人材が厚くなってきたと言われている。目利
きには経験が必要だ。大学でも企業ＯＢなどの産学連携人材を抱え
ているが、企業のように切磋琢磨（せっさたくま）できるほど人を
抱えられるかどうか課題だ。
　企業での目利き人材育成もオン・ザ・ジョブ・トレーニング（Ｏ
ＪＴ）が中心だ。仕事として形式化されていない企業が多い。欧米
ではオープンイノベーションのスペシャリストというポジションを
作って、優秀な人材を募る。 年、 年をかけてスペシャリストを
育成し、その人が企業や大学を渡り歩く仕組みができている。ただ
スキルはファシリテーション（参加者間での相互理解や協働を促進
する手法・行為）やコミュニケーションを重視しているようだ。日
本企業は多部門を経験したゼネラリストを多く抱えている。人材は
いる。この大企業に眠っている人材をどう使い、世界で戦っていく
か。真のオープンイノベーションを日本で実現させるカギとなる。
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表１　提案を集められる自社の強み 自由記述
・独立系企業であり社外と多様な交流がある 日本精工
・材料から搬送まで モノづくりの川上から川下まで提案
できる総合力 不二越
・事業の展開先が多岐にわたり 関連する企業 組織が多い

王子ＨＤ
・素材型事業は顧客範囲が多様で 努力次第でよい研究テ
ーマが見つけられる機会がある 日本ゼオン
・事業領域が広く 幅広い提案に技術を提供できる

凸版印刷
・グローバルでシェアを持つ分野の情報が集まりやすい

クレハ
・国内唯一のアルミ一貫メーカー 日本軽金属ＨＤ
・医療福祉施設建設のトップゼネコン 戸田建設
・提案を実現化できる研究開発力と豊富な経験 提案者と
イノベーションを共創するマインドセット

アステラス製薬
・研究開発力 大学やベンチャー企業とのネットワーク構
築 シーズ公募システムの充実と実績 塩野義製薬

・重点領域や注力領域を設定し それが認知されている
大日本住友製薬

・日本で唯一、再生医療製品を製造販売
ジャパン ティッシュ エンジニアリング

・ウィン－ウィンの関係が築けそうなものを積極的に提案
花王

・オープンイノべーションに先駆的に取り組んでいること
が世間に認知 大阪ガス

・海外Ｒ＆Ｄ拠点を活用し大学 各機関との連携を推進
パナソニック

・世界各地にある研究サイトと 多様な研究参加プログラ
ム 日本ＨＰ

表２　実効性発揮に向けての工夫 自由記述
・自社コア技術と外部連携重視の切り分けをテーマごとに
議論 リコー
・技術調達方法のノウハウ蓄積と 他案件に活用 展開する
仕組みを構築 オムロン
・担当部門による各部署の課題抽出のヒアリング

日清製粉グループ本社
・社内横断的な情報共有と議論の場を定期的に設ける

タカラバイオ
・技術開発進捗の「見える化」と定期的なテーマ見直し

日清紡ＨＤ
・初期段階から製品化 事業化へのロードマップを作成

キリンＨＤ
・機能商品分野では具体的な事業出口イメージを形作るた
め 関連事業部が判断に参加 三菱ケミカルＨＤ
・共同研究契約書などで出すべき成果を明確化 ＩＨＩ

・契約時に成果物 レベルを厳密に明確化 積水化学工業

・先方の技術を評価する人 時間の効率化 旭硝子

・技術の調達先は実績などを精査して選定 大林組

・ニーズ明確化と第三者による技術評価 中部電力
・社内外のナレッジ 発明 発見の感度を高めるため 世界
トップランナーによるサイエンティフィック アドバイ
ザリー ボード 科学諮問委員会 を設置 エーザイ

・社外技術の取り組みに限定せず 社内技術のカーブアウ
トなども視野に入れて検討 ソニー
・社内研究者を集約する施設『テクノロジー イノベーシ
ョンセンター』を 年に設立 社外研究者の常駐スペ
ースも設け イノベーション推進 ダイキン工業

　　 ２０１３年 平成２５年 ７月２５日 木曜日 　　 （ ）
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企
業
が

求
め
て
い
る
状
況
下
で
、

「
提
案
を
集
め
ら
れ
る
自
社

の
強
み
」
を
自
由
記
述
で
答

え
て
も
ら
っ
た
。
そ
の
結
果

を
お
お
ま
か
に
分
類
し
傾
向

を
み
た
と
こ
ろ
、
「
技
術
力

・
専
門
性
」
を
約
４
割
が
、

「
事
業
領
域
・
事
業
モ
デ

ル
」
を
約
３
割
が
挙
げ
た
。

事
業
領
域
が
広
く
、
技
術
シ

ー
ズ
が
多
様
な
場
面
で
生
き

る
総
合
電
機
の
よ
う
な
ケ
ー

ス
が
こ
れ
に
当
て
は
ま
る
。

　
さ
ら
に
、
技
術
評
価
の
目

利
き
人
材
や
、
審
査
か
ら
事

業
化
ま
で
の
速
度
が
速
い
こ

と
、
事
業
化
を
見
据
え
た
ロ

ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
、
技
術

シ
ー
ズ
を
受
け
入
れ
て
発
展

さ
せ
る
体
制
整
備
な
ど
、
回

答
は
多
様
。
業
界
内
で
の
ブ

ラ
ン
ド
力
や
知
名
度
、
大
学

・
研
究
機
関
や
他
企
業
と
の

連
携
実
績
な
ど
が
効
く
と
い

う
意
見
も
あ
っ
た
。

　
【
図
５
】
今
後
の
方
向
性

と
し
て
「
強
化
し
た
い
技
術

の
調
達
先
」
は
、
回
答
２
１

２
社
の
７
割
が
「
国
内
大
学

・
研
究
機
関
」
と
答
え
ト
ッ

プ
。
続
く
の
が
「
海
外
大
学

・
研
究
機
関
」
で
６
割
。
図

４
で
、
９
割
の
企
業
が
産
学

連
携
に
よ
る
技
術
シ
ー
ズ
の

獲
得
を
行
っ
て
い
る
こ
と
が

明
ら
か
に
な
っ
た
が
、
そ
れ

で
も
な
お
大
学
な
ど
へ
の
期

待
は
衰
え
て
い
な
い
。

　
【
図
６
】
オ
ー
プ
ン
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
が
も
く
ろ
み
通

り
に
進
ま
な
い
場
合
、
そ
の

ト
ラ
ブ
ル
は
ど
こ
で
起
き
て

い
る
の
だ
ろ
う
か
。
「
活
動

停
滞
は
ど
の
段
階
で
み
ら
れ

る
か
」
へ
の
回
答
は
１
８
８

社
で
、
回
答
を
控
え
る
企
業

が
ほ
か
の
質
問
よ
り
も
目
立

つ
。

　
「
製
品
化
・
事
業
化
」
を

挙
げ
た
の
が
半
分
強
。
「
課

題
把
握
」
を
し
、
そ
れ
を
解

決
す
る
「
技
術
調
達
」
を
何

ら
か
の
形
で
行
い
、
「
研
究

開
発
」
に
持
ち
込
む
段
階
よ

り
、
そ
の
後
の
段
階
で
困
難

に
当
た
る
こ
と
が
多
い
と
い

う
結
果
だ
っ
た
。

　
こ
こ
で
業
種
別
の
傾
向
を

み
る
と
、
課
題
把
握
」
を
挙

げ
た
の
は
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー

・
通
信
機
器
、
通
信
・
印

刷
、
産
業
機
械
・
造
船
・
車

両
、
建
設
・
住
宅
・
不
動

産
、
化
合
繊
・
紡
績
・
ア
パ

レ
ル
に
多
い
。
技
術
調
達
」

は
、
総
合
電
機
・
重
電
、
ガ

ラ
ス
・
セ
メ
ン
ト
・
建
材
、

医
薬
・
ト
イ
レ
タ
リ
ー
、
化

合
繊
・
紡
績
・
ア
パ
レ
ル
に

多
い
傾
向
。

　
「
研
究
開
発
」
で
の
停
滞

を
指
摘
し
た
の
は
、
家
電
・

部
品
、
化
学
、
医
薬
・
ト
イ

レ
タ
リ
ー
、
紙
・
パ
ル
プ
に

多
い
。
医
薬
品
や
素
材
で

は
、
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
な
ど
周

囲
の
関
係
企
業
に
任
せ
ら
れ

る
技
術
開
発
が
相
対
的
に
少

な
く
、
研
究
開
発
の
重
要
性

が
よ
り
高
い
た
め
と
考
え
ら

れ
る
。
「
製
品
化
・
事
業

化
」
を
ネ
ッ
ク
と
す
る
の

は
、
産
業
機
械
・
造
船
・
車

両
と
化
学
で
比
率
が
高
い
。

　
【
図
７
】
オ
ー
プ
ン
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
活
動
は
情
報

の
流
出
リ
ス
ク
が
避
け
て
通

れ
な
い
面
が
あ
る
。
「
情
報

流
出
リ
ス
ク
を
ど
う
管
理
し

て
い
る
か
」
尋
ね
た
と
こ

ろ
、
回
答
２
１
４
社
の
う
ち

「
秘
密
保
持
契
約

Ｎ
Ｄ

Ａ

で
統
括
」
が

％
。

「
レ
ベ
ル
ご
と
に
ク
ラ
ス
管

理
」
は

％
で
、
「
流
出
覚

悟
で
情
報
を
選
択
」
は
独
自

の
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
活
動
で
知
ら
れ
る
大
阪
ガ

ス
１
社
だ
っ
た
。

　
【
表
２
最
後
の
質
問
は
、

オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

活
動
全
体
で
「
実
効
性
発
揮

に
向
け
た
工
夫
」
に
つ
い
て

の
自
由
記
述
。
内
容
を
お
お

ま
か
に
分
類
す
る
と
「
連
携

機
会
の
創
出
」
「
コ
ア
領
域

の
明
確
化
や
情
報
整
理
」

「
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
管
理
」
の

三
つ
に
相
当
す
る
答
え
が
、

約
２
割
ず
つ
と
な
っ
た
。
さ

ら
に
パ
ー
ト
ナ
ー
戦
略
や
早

い
段
階
で
の
事
業
化
検
討
、

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
確
保
な
ど

の
回
答
も
あ
っ
た
。


